
 

 

 
 
 

 

 

  

  

   

 

   

 

   

 

   

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

  

 

  

  

 

 

 
 

 

付録 4 我が国における教育サービスの質の変化を反映した実質アウトプット

の計測手法の検討に関する文献調査 

(1) 関連文献一覧表

著者 年 文献名

北條雅一 2011 学力の決定要因－経済学の視点から、日本労働研究雑誌 

No.614, 16-27 頁

野崎祐子 他 2011 学力の生産関数の推定  -底上げをどう図るか  -Discussion 

Paper Series 第 3 号

篠崎武久 2008 教育資源と学力の関係、千葉県検証改善委員会平成 19 年度

全国学力・学習状況調査分析報告書第 7 章, 73-97 頁

赤林英夫 2011 学級規模縮小が学力に与えた効果の分析 ―横浜市公開デ

ータにもとづく実証分析 ―日本教育社会学会大会発表要旨

集録、第 63 巻,406 頁

井上敦、田中隆一 2017 自然科学を専攻した教員が中学生の理科の学力に与える影

響について－日本の国際学力調査データを用いた分析－

RIETI ディスカッション・ペーパー17-J-052

中西啓喜 2017 育児戦略の効果は母学歴によって異なるのか？ ―学力パネ

ルデータを用いたハイブリッドモデルによる検証、応用社

会学研究第 59 号,241-252 頁

中村亮介 2012 ゆとり教育が教育達成度に与えた効果の実証分析 ――義務

教育期間中の授業時間数の効果についての分析、季刊家計

経済研究 No.95,65-74 頁

志水宏吉 他 2010 社会関係資本と学力一「つながり格差」仮説の再検討一日本

教育社会学会大会発表要旨集録第 62 号,368-373 頁

山森光陽 2016 学級規模の大小による児童の過去の学力と後続の学力の関

係の違い―小学校第 2 学年国語を対象としてー教育心理学

研究第 64 巻,第 4 号,445-455 頁

戸田淳仁 他 2014 幼少期の家庭環境、非認知能力が学歴、雇用形態、賃金に与

える影響、RIETI ディスカッション・ペーパー14-J-019 

濱中淳子 2009 専修学校卒業者の就業実態－職業教育に期待できる効果の

範囲を探る、日本労働研究雑誌 No. 588, 34-43 頁

森川正之 2013 大学院教育と就労・賃金：ミクロデータによる分析、 RIETI 

ディスカッション・ペーパー13-J-046 

明石光司、川口大司 2015 高等教育・職業選択・収入そして職業満足度 ―専門学校と大

学院の効果 ―ECO-FORUM Vol. 30 No. 4 35 第 30 巻,第 4

号,34-43 頁
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(2) 文献カード

文献名 北條雅一（ 2011）学力の決定要因－経済学の視点から、日本労働研究雑誌 
No.614, 16-27 頁

研究概要 

TIMSS 1999 と TIMSS 2007 を用いて日本の公立中学２年生の学力（数学及び理科）の

決定要因を個人、家庭、教員、学校レベルの説明変数を設定して分析した。

その結果、家庭要因が学力を強く規定していた一方で、学校要因の影響は小さく、ク

ラスサイズの影響は確認されなかった。政策的に介入可能な習熟度別授業の実施は学力

に対し有意な効果が認められ、交差項を追加して分析を行ったところ、習熟度別授業の

実施は個人要因や家庭要因の効果を希薄化させる効果が示された。教員に関わる変数で

は、女性が有意な正の影響を及ぼしていることが示唆されたが、著者らはもともと指導

しやすい学習集団に女性教員を割り当てている可能性を指摘している。
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学校要因

規模 クラスサイズ

学年生徒数、都市規模

教員の質 女性、修士号取得、

経験年数、経験年数

ピア ― 教授方法・教育課程 習熟度別授業実施

教育施設・

設備 

― 地域との連携 ―

家庭要因

蔵書数（ 11～25 冊、26～100 冊、26～100 冊、101～200 冊、200 冊超）、コンピュータ、

学習机、辞書、母親学歴（高卒、短大・高専卒、大卒以上、わからない）、父親学歴（高

卒、短大・高専卒、大卒以上、わからない）、経済的困窮生徒の割合

個人要因

女子、生まれ月（７~９月、10~12 月、１~３月、）

社会・経済要因 

― 
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文献名 野崎祐子 他（  2011）学力の生産関数の推定  -底上げをどう図るか  -

Discussion Paper Series 第 3 号

研究概要 

2007 年から 2009 年に文部科学省が実施した「全国学力・学習状況調査」の公表され

ている集計データを用いて、３か年分の都道府県別のパネルデータを作成し、公立小学

校児童のテストスコアを従属変数、小学校教育費や教員一人当たりの児童数等の学校投

入資源を独立変数として、学力の生産関数を推定した。 2000 年代に入ってから日本にお

いて学力の低下問題に関心が集まっていることに鑑み、分析の対象として、テストスコ

アの平均点に加え下位成績層のばらつきに着目した。

教育予算と平均点の間に明確な関係は見出せなかったが、教育予算は下位成績層のば

らつきに有意に縮小させた。
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学校要因

規模 教員 1 人当たりの児童数 教員の質 授業研修回数

学校当たり消費的

支出

ピア 授業中の私語 教授方法・教育課程 複式学級割合

教育施設・

設備

学校当たり資本的支出 地域との連携 ―

その他 債務償還費（一学校当たり）

家庭要因（制御変数）

家庭での学校に関する会話、相対離婚率

個人要因（制御変数）

平日・休日の勉強時間の合計、通塾率（家庭教員も含む）

社会・経済要因（制御変数）

保護率、一人当たり雇用者報酬額、国・私立在校者割合
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文献名 篠崎武久（2008）教育資源と学力の関係、千葉県検証改善委員会平成 19

年度全国学力・学習状況調査分析報告書第 7 章, 73-97 頁

研究概要 

2007 年全国学力・学習状況調査の千葉県下の公立校でデータを用いて、学校単位の学

力（テストスコアの平均点及びばらつき）と物的資源、人的資源等の教育資源との関係

を分析した。

分析の結果、ICT 設備や図書整備等の物的資源について学力に対する有意な関係はほ

とんど観察されない一方で、人的資源のうち実践的研修や授業研究を伴う研修について

は平均点に対する有意な正の効果と平均点のばらつきを縮小させる効果を確認している

クラスサイズと授業研究を行う研修の回数の交差項を追加して分析を行うと、小学校中

学校を通じて両方とも有意な効果が推定されるケースが増え、研修の回数が多いほどク

ラスサイズを縮小させる効果は大きいことが示唆されている。ピア変数に関しては、学

習態度は悪いほど学力に対して負の効果が示されている。

付 4-6



 

 

 
 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校要因

規模 学校規模、クラスサイ

ズ

教員の質 平均年齢、年齢階層別教

員の割合、研修程度

ピア 調査対象学年の社会

性、学習態度

教授方法・教育課

程 

―

教育施設・

設備

児童生徒用 PC、教員用 

PC、LAN 有無、少人数

学習スペース、図書標

準達成

地域との連携 外部評価、保護者や地域

の意見を参考にした教育

目標作成の有無

家庭要因

就学援助の児童生徒割合

個人要因

平日の１日当たりの勉強時間、通塾率

社会・経済要因

市町村民税１人当たりの所得割額、人口１人当たりの社会教育費、児童１人当たりの学

校教育費
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文献名 赤林英夫（ 2011）学級規模縮小が学力に与えた効果の分析 ―横浜市公開

データにもとづく実証分析―日本教育社会学会大会発表要旨集録、第 63

巻,406 頁

研究概要

クラスサイズ縮小の学力向上効果の因果関係の識別を行った研究である。本研究の特

徴として、横浜市学習状況調査と全国学力・学習状況調査の学校別テストデータを利用

した点と少人数学級編制実施校の存在を考慮して分析を行った点、同年度内の最初と最

後に実施された２つのテストスコアを利用した Value Added モデルによる推定を行っ

た点が挙げられる。

小学校の目的変数として横浜市のテストスコア（国語・算数）、説明変数として平均

学校規模、在籍児童生徒数、地価、小人数クラスや前回の学力テストの結果を用いてい

る。中学校の目的変数として横浜市のテストスコア（国語・数学）、説明変数として平

均学校規模、在籍児童生徒数、女子生徒比、地価、小人数クラスや前回の学力テストの

結果を用いている。

分析の結果、小学校６年生においてはクラスサイズの縮小が学力向上につながる可能

性をあることを示唆している。

学校要因

規模 平均学校規模

在籍児童生徒数

教員の質 ―

ピア 女子生徒比（中学校） 教授方法・教育課程 小人数クラス

教育施設・

設備 

― 地域との連携 ― 

付 4-8



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

家庭要因 

―

個人要因 

―

社会・経済要因

学校の地価（小・中学校）

付 4-9



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

文献名 井上敦、田中隆一（ 2017）自然科学を専攻した教員が中学生の理科の学力

に与える影響について－日本の国際学力調査データを用いた分析－

RIETI ディスカッション・ペーパー17-J-052

研究概要

教員属性のうち自然科学専攻に着目し、中学２年生の理科の学力との間の関係を 

TIMSS（2003 年、2007 年、2011 年）のデータを用いて OLS 分析により検証した。

理科教員が自然科学を専攻していた場合はそうでない場合に比べて理科のテストスコ

アが 5.275 ポイント高く、その差は有意水準 10%以下で有意であった。また、分位点回

帰分析を行った結果、理科教員の自然科学専攻と理科のテストスコアの関係は低学力層

でより強いことが確認された。

教職年数は理科のテストスコアと有意水準 10%以下で有意な関係にあり、さらに、教

職年数の限界効果を分析すると 17 年までは正、それ以降は負になることが分かった。

学校要因

規模 学年生徒数、学級生徒数 教員の質 ―

ピア 経済的に恵まれない生徒の

割合

教授方法・教育課程 自然科学専攻、修士

号の保有、女性、教

職年数

付 4-10



 

 

 
 
 

 

   

 

 

 

 

 

 

 
  

教育施設・

設備 

― 地域との連携 ―

家庭要因

蔵書数、両親の学歴

個人要因

生まれ月

社会・経済要因

学校所在地の自治体人口

付 4-11



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

文献名 中西啓喜（ 2017）育児戦略の効果は母学歴によって異なるのか？ ―学力パ

ネルデータを用いたハイブリッドモデルによる検証、応用社会学研究第 

59 号,241-252 頁

研究概要

算数・数学通過率を指標とした学力のパネルデータ（小３、小６、中３）を用いて、

親の関わり効果（ PI 効果）を実証的に検証した。データは、東北エリア、東京エリアに

おける児童生徒への質問紙調査と、算数数学学力調査から収集した。分析手法として、

個人内の変化に伴う個人内効果と個人間の差異による個人間効果を区別して推定できる

ハイブリッドモデルを用いた。

分析の結果、PI 効果の指標である本の読み聞かせ経験に学力に対する正の効果が確認

された他、母親の学歴、学校外教育についても正の効果が確認された。母親の学歴、本

の読み聞かせ経験、学校外教育への参加は関連していることも示されている。著者は高

学歴の母親は、自身の教育経験に由来して、相対的に洗練された子育てを行っているこ

とを考察している。
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学校要因

規模 ― 教員の質 ―

ピア ― 教授方法・教育課程 ―

教育施設・

設備 

― 地域との連携 ―

家庭要因

本の読み聞かせ経験、親の学歴、

個人要因

性別、学校外教育（家庭教員、塾、通信教育）

社会・経済要因

関東エリア

付 4-13



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

文献名 中村亮介（ 2012）ゆとり教育が教育達成度に与えた効果の実証分析 ――義

務教育期間中の授業時間数の効果についての分析、季刊家計経済研究 

No.95,65-74 頁

研究概要

家計経済研究所の『消費生活に関するパネル調査』のデータを用いて、教育達成度の

尺度として教育年数を被説明変数として、ゆとり教育導入時の指導要領に定められた授

業時間の変化が教育成果に与えた因果的効果について実証研究を行った。対象は 1959 年

生まれから 1979 年生まれの女性で、「詰め込み教育」から「ゆとり教育」への移行を中

学校時に経験した世代を含む。分析手法は、公立中学校進学者に対し私立中学校進学者

を学習指導要領変更の影響を受けないコントロールグループとして設定した Difference-

in-Differences 法であり、授業時間による効果の識別を試みている。

分析の結果、中学校の授業時間の減少が大都市に居住していた女性の教育年数を有意

に増加させており、その効果の大きさは授業時間 100 時間の減少が約 0.02 年分教育年数

を増やすというものであった。授業時間という教育のインプットの減少が大都市では教

育成果を改善するという直観とは反する結果を示しており、その背景として塾等の学校

外教育機会が大都市とそれ以外の都市とで異なっていることを考察している。

付 4-14



 

 

 
 
 

 

    

    

 

   

 

 

 

 

 

 

 
  

学校要因

規模 ― 教員の質 ―

ピア ― 教授方法・教育課程 授業時間

教育施設・

設備 

― 地域との連携 ―

家庭要因

兄弟数、両親の学歴、父親管理的職業

個人要因

長女

社会・経済要因 

15 歳時点の実質 GDP、小中学校時代に過ごした都道府県における大学収容力

付 4-15



 

 

 
 
 

 

 

 

  

 

 

 

    

    

 

   

 

文献名 志水宏吉 他（ 2010）社会関係資本と学力一「つながり格差」仮説の再検

討一日本教育社会学会大会発表要旨集録第 62 号,368-373 頁

研究概要 

2008 年度全国学力・学習状況調査の結果を用いて、５政令指定都市から無作為抽出し

た公立小学校の６年児童とその保護者を対象に、社会関係資本と個人レベルの学力の関

係を実証的に検証したものである。分析では、経済資本、文化資本の制御も行い、社会

関係資本は学校とつながり、家庭内でのつながり、地域とのつながりに分類されている。

分析の結果、社会関係資本は経済資本・文化資本に部分的に規定されながらも、子ど

もの学力に対して独立した正の効果を及ぼすことが確認された。著者らは経済資本・文

化資本に恵まれた人々ほど、社会関係資本に恵まれている傾向があり、社会関係資本は

不平等に配分されており、大都市部に限っていえば「つながり格差」は「学力格差」を

説明する有力な仮説であるとしている。

学校要因

規模 ― 教員の質 ―

ピア ― 教授方法・教育課程 ―

教育施設・

設備 

― 地域との連携 ―

家庭要因 

PTA 活動に取り組んでいる、家の人と学校での出来事について話をする、学校での行事

に参加する、配偶者と一緒に住んでいる、祖父母と一緒に住んでいる、配偶者と子ども

付 4-16



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 
  

の教育について話をする、相談できる親戚がいる、相談できる友人がいる、地域活動に

取り組んでいる、身近に子どもを預かってくれる人がいる、他の家の子どもを預かるこ

とがある、住んでいる地域の行事に参加する

個人要因

学校で友達に会うのが楽しい、（制御）性別、家庭での学習時間、進学塾、世帯年収、

母親の教育年数

社会・経済要因 

― 

付 4-17



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

   

 

 

  

文献名 山森光陽（ 2016）学級規模の大小による児童の過去の学力と後続の学力の

関係の違い―小学校第 2学年国語を対象としてー教育心理学研究第 64巻,

第 4 号,445-455 頁

研究概要

クラスサイズの大小によって児童の過去の学力と後続の学力との関係に違いが見られ

るか実証的に研究したものである。対象児童を小学校第２学年、対象教科を国語とし、

公立小学校勤務の教諭５人によって作成された学力検査を２時点において行い、２回目

の学力検査の正答率を被説明変数、１回目の学力検査の正答数と学級規模を説明変数と

している。分析手法としては、児童の過去の学力を考慮するため、児童生徒レベルと学

校レベルの影響を分離した階層的線形モデルを用いている。

結果として、過去の学力が平均程度であった児童で比較すると、小規模学級に在籍し

た児童の方が後続の学力が高いことが示唆されている。また、過去の学力が高い児童に

比べ過去の学力が低い児童では小規模学級の効果は高い傾向が見られたが有意はなかっ

たとしている。

学校要因

規模 クラスサイズ 教員の質 ―

ピア ― 教授方法・教育課程 ―

教育施設・

設備 

― 地域との連携 ―

家庭要因 

― 

付 4-18



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 
  

個人要因 

1 回目の学力検査の正答数

社会・経済要因 

― 
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文献名 The effect of instructional time reduction on educational attainment: Evidence 
from the Japanese curriculum standards revision

著者 Kikuchi, N. 年 2014

ジャーナル

名 

Journal of the Japanese and 
International Economies 

巻号・頁 Vol.32, pp.17-41

研究概要

公立中学校の女性を対象とした個票データを用いて、1981 年に改定された学習指導要

領が規定する標準時間減少の効果を Difference-in-Differences 法により実証的に検証し

た。

結果として、標準時間数の減少は、女性の教育年数を 0.5 年減少させ、高校の進学確

率を ３ ~４%低下させるとした。

学校要因

規模 ― 教員の質 ―

ピア ― 教授方法・教育課程 授業時間

教育施設・

設備 

― 地域との連携 ―

家庭要因 

―

個人要因 

birth cohort 

社会・経済要因 

regional effects 

※Abstract からの情報把握で、用いられた全変数を把握できていない
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文献名 Class-size effects in Japanese schools: A spline regression approach

著者 Hojo.M. 年 2013

ジャーナル

名 

Economics Letters 巻号・頁 Volume 120, Issue 3, 
pp.583-587

研究概要 

TIMSS2003 のデータを用いて国内の児童に対象に分析した結果、小学校４年生では学

校規模もクラスサイズも小さいほど児童の得点が高いことが示されており、クラス規模

縮小の効果は学校規模が小さいほど大きくなることが示されている。

学校要因

規模 学校規模、クラス規模 教員の質 ―

ピア ― 教授方法・教育課程 ―

教育施設・

設備 

― 地域との連携 ―

家庭要因 

―

個人要因 

―

社会・経済要因 

― 

※Abstract からの情報把握で、用いられた全変数を把握できていない
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文献名 戸田淳仁 他（ 2014）幼少期の家庭環境、非認知能力が学歴、雇用形態、賃

金に与える影響、RIETI ディスカッション・ペーパー14-J-019 

研究概要

人的資本は IQ に代表される認知能力と性格・特性・選好等の非認知能力に分けられ

る。本研究は非認知能力や幼少期の家庭環境が、学歴、雇用形態、賃金といった労働市

場における成果にどのような影響を与えているか検証したものである。用いたデータは、 

RIETI が実施した「多様化する正規・非正規労働者の就業行動と意識に関する調査」（平

成 24 年度）であり、同調査の調査対象は全国の 20 歳以上 69 歳以下の男女個人で、正

規労働者、非正規労働者、失業者、非労働力人口等の就業者の配分が、調査時点の至近

の全国比（都市・地方）に近くなるように設計されている。

分析においては、大卒ダミー、初職正社員ダミー、現職正社員ダミー、現職月収をそ

れぞれ被説明変数として、非認知能力と幼少期の家庭環境の影響を考察している。なお、

個人の認知能力の制御には 15 歳時点の成績の評価（５段階）を制御変数として用いてい

る。

分析の結果、非認知能力については、勤勉性を表す無遅刻については、学歴、初職及

び現職の雇用形態については正の影響がみられ、内向性を示すと考えられる室内遊びに

ついては学歴に正の影響を与えるものの、現職雇用形態には負の影響を与えている。さ

らに、中学時代に運動系クラブ、生徒会に所属したことのある者の賃金が高まる効果が

みられた。また、幼少期の家庭環境について、学歴に対しては諸々の家庭環境が有意に

影響を与えるが、就業以降は家庭環境の影響が弱まり、賃金に対しては蔵書の多い家庭

で育った人ほど賃金が高くなる影響がみられている。

付 4-22



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校要因 

15 歳時点の成績の評価、大卒ダミー

家庭要因

父親・母親の学歴、暮らし向き、共働き、蔵書

個人要因

無遅刻、一人遊び、室内遊び、部活（運動系、文化系、生徒会系、帰宅部）、団体競技、

部長・キャプテン・会長、性別、年代

社会・経済要因 

― 
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文献名 濱中淳子（ 2009）専修学校卒業者の就業実態－職業教育に期待できる効果の

範囲を探る、日本労働研究雑誌 No. 588, 34-43 頁

研究概要

専修学校の教育効果について、専修学校卒業生が従事する職業を｢要資格職｣と｢非資格

職｣とに分け、これら区分別に教育の所得効果ならびに就業意識高揚効果をリクルートワ

ークス研究所「ワーキングパーソン調査」のデータを用いて分析している｡

所得を被説明変数とした分析の結果、女性の場合、専修学校卒業は短大卒業以上に所

得に正の影響を与えており、その効果は要資格職に就いている場合のほうが大きくなる

一方で、男性では要資格職に就いていようが非資格職に就いていようが所得には関係な

く、高卒と同じ程度の所経済的効果しか得られていないことが示されている。

学校要因

学歴（中卒、専修学校卒、短大卒、高専卒、大学院卒）

家庭要因 

―

個人要因

転職

社会・経済要因

企業規模

付 4-24



 

 

 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

文献名 森川正之（ 2013）大学院教育と就労・賃金：ミクロデータによる分析、 RIETI

ディスカッション・ペーパー13-J-046 

研究概要

総務省「就業構造基本調査」のミクロデータを使用し、大学院卒業者の就労及び賃金

について学部卒の労働者と比較しつつ観察事実を示したものである。

主な分析の結果として、①大学院卒業者は学部卒に比べて就労率が高く、特に女性や 

60 歳以上の男性で顕著であること、②個人所得で見ても世帯所得で見ても、大学院卒業

者は高所得者が多く貧困率が低いこと、③大学院卒は学部卒比で約 30％の賃金プレミア

ムがある。ただし、その大きさは産業や就労形態によって異なり、公務で非常に小さく、

自営業主で非常に大きいこと、④大学院賃金プレミアムの男女差はほとんどないこと、

⑤大学院卒の労働者は 60 歳を超えてからの賃金の低下が小さいこと、⑥大学院教育投

資の私的収益率は 10％以上であることを示している。

学校要因

大学院卒ダミー

家庭要因 

―

個人要因

性別、年齢、勤続年数

社会・経済要因 

― 

付 4-25



 

 

 
 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

文献名 明石光司、川口大司（ 2015）高等教育・職業選択・収入そして職業満足度 ―

専門学校と大学院の効果―ECO-FORUM Vol. 30 No. 4 35 第 30 巻,第 4 号,34-

43 頁

研究概要

リクルートワークス研究所「ワーキングパーソン調査」を用いて、専門学校や大学院

も含めた高等教育の所得や仕事満足度に与える影響を分析した。正社員と非正社員の両

方を含め、あえて企業規模等企業の特性を制御せずに、高等教育を受けることが就業形

態選択や勤め先企業規模の選択等様々な経路を通じて所得に与える影響を総合的に評価

しており、加えて、賃金以外の仕事属性への影響をとらえるために仕事満足度への影響

も調べている。

分析の結果、専門学校卒業者の収入は高卒者に比べて男性で 7.2％、女性で 8.6％多く、

有資格職に就くことを通じての影響が大きいことを示している。また、大学院卒者は大

卒者に比べて男性で約 23％、女性で約 40％収入が高いことも明らかにした。仕事満足度

への影響については、高学歴であることが職業満足度を上げるという関係は見いだされ

なかった。一方で、専門学校を卒業することは資格職への就職を通じて満足度を上げる

こと、男性に限っては大学院を卒業することが職業満足度を上げることが明らかとなり、

著者は専門学校や大学院の教育の効果を収入だけではとらえきれない側面があることを

も示唆している。

学校要因

専門学校（資格職、非資格職）卒、高専卒、短大卒、大卒、大学院卒

付 4-26



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

家庭要因 

―

個人要因

資格職

社会・経済要因 

― 

付 4-27
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